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■関連する主な事業 （単位：千円）

太字：主要事業

③ 空家等対策事業
1,695 空家等対策協議会を開催し、新たに特定空家等4件、管理不全空家等26件

の認定を行った。空き家情報バンクは6件の登録と4件の成約により空き家の利
活用を促進することができた。1,577

56,969

② 地震対策・木造住宅補強事業
34,500 無料耐震診断を100件実施し、耐震補強計画に8件、耐震補強工事に7件、

除却工事に41件、それぞれ補助金を交付したことで、耐震化率の向上につな
がった。31,094

② 狭あい道路後退用地整備事業
17,107 国からの交付金を活用し、申請を受けた箇所の道路後退の進捗を図れた。舗

装整備についても、地域の理解や協力を得られたことにより事業進捗が図れた
ため、狭あい道路解消の効果が発揮できた。16,700

目指す姿 市民が、快適で安全・安心な住環境の整ったまちで暮らしています。

関連する分野別計画 亀山市住生活基本計画

基本施策に関連する
ＳＤＧｓのゴール

ＳＤＧｓ推進の考察

木造住宅の耐震化及び除却等の住宅所有者のニーズに応じた補助支援を実施したことにより耐震化率の向上
につながった。また、民間賃貸住宅を市営住宅として住宅確保要配慮者に対し供給することができ、安全で快適
な住環境の整備を推進することができた。地域まちづくり協議会主催の「空き屋勉強会」に参加し、官民が一体と
なった空き家の活用促進、適正管理等の推進が図れた。

令和６年度 施策評価シート

施策の大綱 １．快適さを支える生活基盤の向上 評価担当者

基本施策 （２） 住環境の向上 建設部長　高桐　美智代

施策
の方向

事業名
上段：予算額

実績・成果等
下段：決算額

① 民間活用市営住宅事業
56,970 東御幸町地内において5戸の民間賃貸住宅を市営住宅として借り上げ、住山

住宅からの住み替え及び住宅確保要配慮者に対して供給することができた。
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■市民アンケート調査

■施策推進　[施策の方向]
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⑤
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⑦

今後の展開方針

住宅セーフティネットの確保については、民間借上型市営住宅の促進を図るためには、民間事業者の協力が不可欠であるが、近年の建築
資材や人件費の高騰により事業計画の申請につながらない状況であり、同様に物価の上昇等により雇用、所得環境が悪化し低所得者等の
住宅確保要配慮者が増加していることから、市営住宅の必要性は高く、民間活力を活用した効率的な市営住宅の運営を図るため、幅広く
事業者に対し働きかけを行い事業促進を図るとともに、借り上げ供給目標の見直しや既存の民間住宅の借り上げ等によるコストの縮減につい
ても検討を進める。安全・快適な住環境の整備については、令和6年能登半島地震を受け、南海トラフ地震等に備えた耐震事業への関心
が高まっているものの、耐震化率の伸び率は鈍化してきており、耐震診断後、耐震補強や除却工事を行っていない所有者が多いため、所有
者に対し相談会等で制度内容の周知を図り、耐震性の低い木造住宅の耐震化を促進していく一方、補助金の拡大に向け国や県との調整を
図る。また、狭あい道路後退用地整備については、用地帰属から舗装工事までを確実に実施するための適正な予算確保に努め、安全な住
環境の整備推進を図る。空き家・空き地の対策・利活用については、管理不全空家等が35件あり、空き家所有者に対し引き続き行政指導
を実施していくとともに、改善されない物件に対する措置方針等を再協議し、適切な措置を講じていく。

総合評価
住宅セーフティネットの確保については、老朽化の進む市営住宅からの住み替えのため、東御幸町地内において民
間賃貸住宅5戸の借り上げ及び高塚町地内においても民間賃貸住宅5戸の協定を締結し、住宅確保要配慮者への
住居確保の推進が図れた。しかしながら令和7年度末の目標値に対し進捗が遅れている状況であり、引き続き民間
賃貸住宅の確保に努める必要がある。安全・快適な住環境の整備については、木造住宅の耐震化に対し無料耐震
診断100件を実施し、県との協調による補助金を拡大したことにより、補強計画8件、補強工事7件、除却工事41件に
対し補助金を交付し、耐震化率の向上が図られた。また、狭あい道路後退用地整備においては、交付金の活用によ
り、申請箇所について後退用地整備が進捗し、さらに地域の理解や協力により遅延していた後退用地の舗装整備も
進捗したことから、狭あい道路解消の効果が発揮された。空き家・空き地の対策・利活用については、特定空家等も
含めた市内の空き家調査を行い空家等対策協議会を開催し、新たに特定空家等4件、管理不全空家等26件の認
定を行った。また空き家の管理が不十分な所有者に対し適正な管理を依頼し改善を図った。また空き家の活用促進
のため、空き家情報バンク制度についてチラシ配布やHP等による広報を行ったことにより、6件の登録と4件の成約に
つながり、空き家の利活用の促進が図れたが、今後もさらに空き家の増加が懸念されることから、空き家の所有者だ
けでなく各種関係団体に対し働きかけ、空き家情報バンクへの登録を拡大し、空き家の利活用促進に努める必要が
ある。

Ｂ
まずまず進んだ

空き家・空き地の対策・利活用
空き家情報バンク制度を通じて適切に空き家情報を提供し、空き家の有効活用を図った。ま
た、空き家の改修に対して補助金を交付することで、空き家の再生を促進した。

施策の方向 施策推進に関する考察

住宅セーフティネットの確保
老朽化の進む市営住宅から東御幸町地内の新たな民間借上住宅へ住み替えを行った。今後
も住み替えを進めるとともに、住宅確保要配慮者に必要な住居の提供に努める。

安全・快適な住環境の整備
木造住宅の耐震化、狭あい道路の解消に補助金等を交付することで、安全な住環境の確保に
努めた。また、宅地等の耐震化を推進するため、国や県と協議を行っていく。
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重要度
満足度
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重要度
満足度

1.27 令和6年の能登半島地震を受け、南海トラフ
地震等に備えた住宅の耐震化や増加してい
る空き家等への関心が高まっていることから
重要度は上昇していると推察される。また、
満足度については令和5年度に比べ低下し
ていることから各事業の更なる取り組みが必
要である。

満足度 ▲ 0.09 0.05 ▲0.10

項目
現状値
[R2]

１次
[R5]

２次
[R6]

市民アンケートの考察

1 快適な住環境が整っている
重要度 1.15 1.26

2
重要度
満足度

空き家が利活用された件数（累計） 件 23 Ｒ２ 43 54 60 70

95 130

木造住宅の耐震化率 ％ 90.3 Ｒ２ 91.5 92.1 93

民間借上型市営住宅による供給戸数（累
計）

戸 82 Ｒ２ 90 90

95.0

指標 現状値
実績値

目標値
単位 R4 R5 R6 R7


